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【預金】

営業の状況

（単位：百万円、％）［中間期末残高］

●預金科目別残高

平成20年9月30日 平成21年9月30日
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

預
　
　
　
金

流動性預金 2,777,963 212 2,778,176 2,881,915 106 2,882,021
（ 53.30） （ 0.24） （ 52.43） （ 53.97） （ 0.30） （ 53.62）

うち有利息預金 2,621,360 ― 2,621,360 2,716,223 ― 2,716,223

定期性預金 2,323,261 8,424 2,331,685 2,308,555 5,203 2,313,758
（ 44.58） （ 9.62） （ 44.01） （ 43.24） （ 14.83） （ 43.05）

うち固定金利定期預金 2,314,325 8,424 2,322,750 2,301,191 5,203 2,306,394
うち変動金利定期預金 1,458 ― 1,458 1,300 ― 1,300

その他 88,298 78,935 167,233 58,929 29,790 88,719
（ 1.70） （ 90.14） （ 3.15） （ 1.10） （ 84.87） （ 1.65）

合計 5,189,523 87,572 5,277,096 5,249,400 35,099 5,284,500
（ 99.58） (100.00） （ 99.59） （ 98.31） （ 100.00） （ 98.32）

譲渡性預金 22,000 ― 22,000 90,189 ― 90,189
（ 0.42） （ ―） （ 0.41） （ 1.69） （ ―） （ 1.68）

総合計 5,211,523 87,572 5,299,096 5,339,589 35,099 5,374,689
（ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00）

（単位：百万円、％）［平均残高］

（注）	1．（　）内は構成比であります。
	 2．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
	 3．�定期性預金＝定期預金＋定期積金
	 4．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、日次カレント方式により算出しております。
	 5．外貨預金は、流動性・定期性とも「その他」に含めております。

平成20年度中間期（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで） 平成21年度中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

預
　
　
　
金

流動性預金 2,819,454 153 2,819,607 2,902,947 78 2,903,026
（ 54.27） （ 0.15） （ 53.22） （ 54.47） （ 0.21） （ 54.09）

うち有利息預金 2,667,122 ― 2,667,122 2,740,825 ― 2,740,825

定期性預金 2,310,309 13,627 2,323,936 2,301,653 6,439 2,308,092
（ 44.47） （ 13.23） （ 43.86） （ 43.18） （ 17.53） （ 43.01）

うち固定金利定期預金 2,301,128 13,627 2,314,755 2,293,935 6,439 2,300,375
うち変動金利定期預金 1,516 ― 1,516 1,364 ― 1,364

その他 39,140 89,236 128,376 35,287 30,216 65,503
（ 0.75） （ 86.62） （ 2.42） （ 0.66） （ 82.26） （ 1.22）

合計 5,168,903 103,017 5,271,920 5,239,887 36,734 5,276,622
（ 99.49） （ 100.00） （ 99.50） （ 98.31） （ 100.00） （ 98.32）

譲渡性預金 26,284 ― 26,284 90,236 ― 90,236
（ 0.51） （ ―） （ 0.50） （ 1.69） （ ―） （ 1.68）

総合計 5,195,187 103,017 5,298,205 5,330,123 36,734 5,366,858
（ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00）

（単位：百万円）●定期預金の残存期間別残高
期間

期別 3ヵ月未満 3ヵ月以上
6ヵ月未満

6ヵ月以上
1 年 未 満

1 年 以 上
2 年 未 満

2 年 以 上
3 年 未 満 3 年 以 上 合　　計

定期預金 平成20年9月30日 588,991 430,706 794,072 253,107 207,148 49,426 2,323,453
平成21年9月30日 567,566 444,137 776,043 237,365 230,507 52,075 2,307,695

うち固定金利
定期預金

平成20年9月30日 588,653 430,478 793,520 252,899 207,016 49,426 2,321,994
平成21年9月30日 567,304 443,952 775,741 237,188 230,132 52,075 2,306,394

うち変動金利
定期預金

平成20年9月30日 338 228 552 207 131 ― 1,458
平成21年9月30日 262 185 301 176 374 ― 1,300
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【貸出金】

●貸出金科目別残高
（単位：百万円）［中間期末残高］

平成20年9月30日 平成21年9月30日
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

手形貸付 145,320 2,967 148,287 142,820 2,298 145,119
証書貸付 2,890,360 30,016 2,920,376 3,098,448 25,484 3,123,932
当座貸越 649,476 ― 649,476 665,761 ― 665,761
割引手形 62,133 ― 62,133 43,719 ― 43,719
合計 3,747,290 32,983 3,780,274 3,950,750 27,783 3,978,533

（単位：百万円）［平均残高］

（注）国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、日次カレント方式により算出しております。

平成20年度中間期（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで） 平成21年度中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

手形貸付 144,954 3,137 148,091 136,625 2,432 139,058
証書貸付 2,833,696 28,539 2,862,235 3,051,688 27,244 3,078,932
当座貸越 594,035 ― 594,035 632,995 ― 632,995
割引手形 60,920 ― 60,920 45,492 ― 45,492
合計 3,633,606 31,676 3,665,283 3,866,802 29,676 3,896,478

（単位：百万円）●貸出金の残存期間別残高

（注）	1．残存期間1年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区分をしておりません。
	 2．当初固定金利で一定期間後に金利を見直す住宅ローンについて、固定金利期間にあるものは「うち固定金利」に区分し、期間は最終返済期日で区分しております。

期間
期別 1 年 以 下 1 年 超

3 年 以 下
3 年 超
5 年 以 下

5 年 超
7 年 以 下 7 年 超 期限の定め

のないもの 合 計

貸出金 平成20年9月30日 859,944 689,264 451,175 257,242 873,171 649,476 3,780,274
平成21年9月30日 847,675 722,390 500,948 282,985 958,772 665,761 3,978,533

うち変動金利 平成20年9月30日 ― 269,915 180,210 93,984 170,487 551,287 ―
平成21年9月30日 ― 303,715 222,604 101,846 180,783 536,160 ―

うち固定金利 平成20年9月30日 ― 419,349 270,965 163,258 702,683 98,188 ―
平成21年9月30日 ― 418,675 278,343 181,139 777,988 129,601 ―

（単位：件、百万円）●中小企業等に対する貸出金

（注）	1．貸出金残高には、海外店分及び特別国際金融取引勘定及び中央政府向け貸出は含まれておりません。
	 2．�中小企業等とは、資本金3億円（ただし、卸売業は1億円、小売業、サービス業は5千万円）以下の会社又は常用する従業員が300人（ただし、卸売業は100人、小売業

は50人、サービス業は100人）以下の会社及び個人であります。

平成20年9月30日 平成21年9月30日

総貸出金残高（A） 貸出先数 173,309 173,356
金　　額 3,747,782 3,953,725

うち中小企業等貸出金残高（B） 貸出先数 172,639 172,677
金　　額 2,745,450 2,862,267

（B）
割合−（％）（A）

貸出先数 99.61 99.60
金　　額 73.25 72.39

（単位：百万円、％）●預金者別預金残高

（注）	1．（　）内は構成比であります。
	 2．その他は公金預金、金融機関預金であります。
	 3．�譲渡性預金及び海外店分は含んでおりません。

平成20年9月30日 平成21年9月30日
個人預金 3,944,317（ 74.87） 4,013,878（ 76.03）
法人預金 1,057,010（ 20.06） 1,081,824（ 20.49）
その他 267,131（ 5.07） 183,497（ 3.48）
合計 5,268,459（ 100.00） 5,279,200（ 100.00）
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●消費者ローン残高

（注）	1．（　）内は構成比であります。
	 2．その他には、個人及び中央政府向け貸出を含んでおります。

（単位：件、百万円、％）●業種別貸出状況
平成20年9月30日 平成21年9月30日

貸出先数 貸出金残高 貸出先数 貸出金残高
国内店計（除く特別国際金融取引勘定） 173,310 3,754,407（100.00） 国内店計（除く特別国際金融取引勘定） 173,357 3,955,725（100.00）
　製造業 6,779 667,371（ 17.78） 　製造業 6,534 762,446（ 19.28）
　農業 180 4,976（ 0.13） 　農業・林業 185 5,217（ 0.13）
　林業 18 134（ 0.00） 　漁業 3 2,112（ 0.05）
　漁業 3 5,276（ 0.14） 　鉱業・砕石業・砂利採取業 13 4,057（ 0.10）
　鉱業 14 10,878（ 0.29） 　建設業 4,200 178,340（ 4.51）
　建設業 4,394 171,297（ 4.56） 　電気・ガス・熱供給・水道業 85 23,137（ 0.59）
　電気・ガス・熱供給・水道業 68 14,577（ 0.39） 　情報通信業 320 22,902（ 0.58）
　情報通信業 174 18,228（ 0.49） 　運輸業・郵便業 1,097 129,101（ 3.26）
　運輸業 1,096 111,015（ 2.96） 　卸売業・小売業 5,604 434,512（ 10.98）
　卸売・小売業 5,716 444,505（ 11.84） 　金融業・保険業 135 174,269（ 4.41）
　金融・保険業 143 183,884（ 4.90） 　不動産業・物品賃貸業 1,513 355,716（ 8.99）
　不動産業 1,255 219,287（ 5.84） 　医療・福祉 1,670 157,816（ 3.99）
　各種サービス業 6,322 501,937（ 13.37） 　その他サービス 4,173 185,431（ 4.69）
　地方公共団体 65 208,165（ 5.54） 　地方公共団体 64 235,862（ 5.96）
　その他 147,083 1,192,868（ 31.77） 　その他 147,761 1,284,797（ 32.48）
海外店分及び特別国際金融取引勘定分 23 25,867（100.00） 海外店分及び特別国際金融取引勘定分 24 22,808（100.00）
　政府等 ― ―（ ― ） 　政府等 ― ―（ ― ）
　金融機関 ― ―（ ― ） 　金融機関 ― ―（ ― ）
　商工業 23 25,867（100.00） 　商工業 24 22,808（100.00）
　その他 ― ―（ ― ） 　その他 ― ―（ ― ）
合計 173,333 3,780,274 合計 173,381 3,978,533

（単位：百万円）●貸出金・支払承諾見返の担保別内訳
平成20年9月30日 平成21年9月30日

貸出金 支払承諾見返 貸出金 支払承諾見返
有価証券 13,159 3 11,100 5
債権 62,610 334 68,549 448
不動産 1,532,485 3,696 1,603,321 2,101
その他 239 ― 1,097 609
計 1,608,494 4,034 1,684,068 3,165
保証 963,521 17,344 993,189 15,791
信用 1,208,258 2,417 1,301,276 1,369
合計 3,780,274 23,796 3,978,533 20,326

（注）（　）内は構成比であります。

（単位：百万円、％）●貸出金使途別内訳
平成20年9月30日 平成21年9月30日

設備資金 1,706,983（ 45.16） 1,780,650（ 44.76）
運転資金 2,073,291（ 54.84） 2,197,883（ 55.24）
合計 3,780,274（ 100.00） 3,978,533（ 100.00）

（単位：百万円）

平成20年9月30日 平成21年9月30日
住宅ローン 1,119,860 1,221,357
その他ローン 62,934 59,441
合計 1,182,794 1,280,798

（単位：件、百万円、％）

（注）	1．（　）内は構成比であります。
	 2．その他には、個人及び中央政府向け貸出を含んでおります。
	 3．�日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、平成21年度中間期末から

業種の表示を一部変更しております。

011_0171828082201.indd   29 2010/01/20   13:05:09



30

（単位：百万円）【金融再生法に基づく開示債権】

（注）その他資産中の未収利息及び仮払金については、貸出関連の資産項目を集計しております。

○�資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第6条に基づき、当行の中間貸借対照表の社債（当該社債を有する金融機関が
その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第2条第3項に規定する有
価証券の私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに中間貸借対照表に注記するこ
ととされている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として
次のとおり区分するものであります。

　
　1．破産更生債権及びこれらに準ずる債権
　　　�破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれ

らに準ずる債権をいう。
　2．危険債権
　　　�危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の

高い債権をいう。
　3．要管理債権
　　　要管理債権とは、3ヵ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。
　4．正常債権
　　　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記1.から3.までに掲げる債権以外のものに区分される債権をいう。

（単位：百万円）

●特定海外債権残高
　　該当事項はありません。

（単位：百万円）●貸倒引当金の中間期末残高及び期中の増減額
区　　　　　分 期首残高 期中増減額 中間期末残高

一般貸倒引当金 平成20年9月30日 27,092 △ 5,208 21,883
平成21年9月30日 24,300 984 25,284

個別貸倒引当金 平成20年9月30日 35,360 928 36,289
平成21年9月30日 28,923 △ 586 28,337

特定海外債権引当勘定 平成20年9月30日 ― ― ―
平成21年9月30日 ― ― ―

合計 平成20年9月30日 62,452 △ 4,280 58,172
平成21年9月30日 53,224 398 53,622

●貸出金償却額
平成20年度中間期（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで） 平成21年度中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）

貸出金償却額 0 ―

（単位：百万円）●リスク管理債権

（注）	1．�「破綻先債権」とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息
を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第1項第3
号のイからホまでに掲げる事由又は同項第4号に規定する事由が生じている貸出金をいいます。

	 2．�「延滞債権」とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金を
いいます。

	 3．�「3ヵ月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものをいいます。
	 4．�「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利と

なる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び3ヵ月以上延滞債権に該当しないものをいいます。

平成20年9月30日 平成21年9月30日
破綻先債権額 10,023 12,355
延滞債権額 89,459 70,540
3ヵ月以上延滞債権額 1,202 2,239
貸出条件緩和債権額 30,704 10,435
合計 131,390 95,571

債 権 の 区 分 平成20年9月30日 平成21年9月30日
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 42,006 38,940
危険債権 58,231 44,337
要管理債権 31,907 12,675
正常債権 3,712,870 3,936,532
合計 3,845,014 4,032,485

（注）個別貸倒引当金の目的使用による取崩額を控除した後の金額を記載しております。

（注）一般貸倒引当金は、平成18年度よりその他要注意債権の引当について今後3年間（従来は1年間）の予想損失額を計上するなど一層保守的な引当を行っております。
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（単位：百万円、％）［平均残高］

（注）	1．（　）内は構成比であります。
	 2．国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、日次カレント方式により算出しております。

【証券】

（単位：百万円、％）［中間期末残高］

●有価証券残高

平成20年9月30日 平成21年9月30日
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

国債 671,129 ― 671,129 685,410 ― 685,410
（ 36.07） （ ―） （ 34.04） （ 39.47） （ ―） （ 36.18）

地方債 376,248 ― 376,248 407,282 ― 407,282
（ 20.22） （ ―） （ 19.09） （ 23.45） （ ―） （ 21.50）

社債 606,118 ― 606,118 479,951 ― 479,951
（ 32.57） （ ―） （ 30.75） （ 27.64） （ ―） （ 25.33）

株式 173,812 ― 173,812 136,777 ― 136,777
（ 9.34） （ ―） （ 8.82） （ 7.88） （ ―） （ 7.22）

その他の証券 33,427 110,502 143,930 27,057 157,933 184,990
（ 1.80） （ 100.00） （ 7.30） （ 1.56） （ 100.00） （ 9.77）

うち外国債券 ― 108,477 108,477 ― 155,908 155,908
うち外国株式 ― 2,025 2,025 ― 2,025 2,025

合計 1,860,737 110,502 1,971,239 1,736,479 157,933 1,894,412
（ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00）

平成20年度中間期（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで） 平成21年度中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）
国内業務部門 国際業務部門 合　計 国内業務部門 国際業務部門 合　計

国債 710,780 ― 710,780 688,571 ― 688,571
（ 37.75） （ ―） （ 35.52） （ 39.87） （ ―） （ 37.17）

地方債 373,324 ― 373,324 394,724 ― 394,724
（ 19.83） （ ―） （ 18.66） （ 22.86） （ ―） （ 21.31）

社債 624,458 ― 624,458 495,334 ― 495,334
（ 33.17） （ ―） （ 31.21） （ 28.68） （ ―） （ 26.74）

株式 130,955 ― 130,955 113,085 ― 113,085
（ 6.96） （ ―） （ 6.54） （ 6.55） （ ―） （ 6.11）

その他の証券 43,154 118,393 161,547 35,184 125,384 160,568
（ 2.29） （ 100.00） （ 8.07） （ 2.04） （ 100.00） （ 8.67）

うち外国債券 ― 116,368 116,368 ― 123,359 123,359
うち外国株式 ― 2,025 2,025 ― 2,025 2,025

合計 1,882,674 118,393 2,001,068 1,726,900 125,384 1,852,285
（ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00） （ 100.00）
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（単位：百万円）●有価証券の残存期間別残高
期間

期別 １年以下 1 年 超
3 年 以 下

3 年 超
5 年 以 下

5 年 超
7 年 以 下

7 年 超
10年以下 10年超 期間の定め

のないもの 合　　計

国債 平成20年9月30日 99,292 162,025 186,670 5,073 169,712 48,354 — 671,129
平成21年9月30日 57,244 215,428 120,341 52,062 206,077 34,256 ― 685,410

地方債 平成20年9月30日 70,104 94,730 45,787 93,226 72,399 — — 376,248
平成21年9月30日 56,815 70,249 91,900 77,905 110,411 ― ― 407,282

社債 平成20年9月30日 174,602 288,613 113,563 6,563 16,954 5,821 — 606,118
平成21年9月30日 158,202 226,347 65,473 4,665 20,178 5,083 ― 479,951

株式 平成20年9月30日 ― ― ― ― ― ― 173,812 173,812
平成21年9月30日 ― ― ― ― ― ― 136,777 136,777

その他の証券 平成20年9月30日 7,563 28,207 26,763 6,695 24,532 24,203 25,964 143,930
平成21年9月30日 16,083 60,315 33,042 3,116 23,053 23,103 26,276 184,990

うち外国債券 平成20年9月30日 7,056 26,180 23,294 5,461 22,280 24,203 — 108,477
平成21年9月30日 15,598 58,049 31,068 2,411 21,242 23,103 4,433 155,908

うち外国株式 平成20年9月30日 ― ― ― ― ― ― 2,025 2,025
平成21年9月30日 ― ― ― ― ― ― 2,025 2,025

（単位：百万円）●商品有価証券平均残高
平成20年度中間期（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで） 平成21年度中間期（平成21年4月1日から平成21年9月30日まで）

商品国債 2,036 2,224
商品地方債 200 223
その他の商品有価証券 886 910
合計 3,124 3,358

【信託】

（単位：百万円）●信託業務の状況
平成19年9月 平成20年9月 平成21年9月 平成20年3月 平成21年3月

信託報酬 — ― ― 0 0
信託勘定貸出金残高 — ― ― ― ―
信託勘定有価証券残高 — ― ― ― ―
信託財産額 23 19 15 21 17

（単位：百万円）●信託財産残高表

（注）	1．共同信託他社管理財産については、取扱残高はありません。
	 2．元本補てん契約のある信託については、平成20年9月30日現在及び平成21年9月30日現在取扱残高はありません。

資　　産 平成20年9月30日 平成21年9月30日 負　　債 平成20年9月30日 平成21年9月30日
信託受益権 0 — 金銭信託 19 15
現金預け金 19 15
合計 19 15 合計 19 15

011_0171828082201.indd   32 2010/01/20   13:05:10



33

（単位：百万円）［信託期間別元本残高］

（単位：百万円）［受託残高］

●金銭信託

（注）以下の事項に該当するものはありません。
	 　1．年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の①受託残高及び②有価証券種類別残高
	 　2．元本補てん契約のある信託の①種類別受託残高及び②貸出金の破綻先債権額・延滞債権額・3ヵ月以上延滞債権額・貸出条件緩和債権額
	 　3．貸付信託の信託期間別元本残高
	 　4．貸出金及び有価証券の区分別運用残高
	 　5．�金銭信託、年金信託、財産形成給付信託、貸付信託の①貸出金運用残高及び②貸出金の科目別・契約期間別・使途別・担保種類別残高及び③中小企業等貸出金残

高・中小企業等貸出金割合・業種別貸出金残高・業種別貸出金割合

平成20年9月30日 平成21年9月30日
金銭信託 19 15

平成20年9月30日 平成21年9月30日
5年未満 ― ―
5年以上 19 15
その他のもの ― ―
合計 19 15

【有価証券・金銭の信託の時価情報】

（単位：百万円）1．満期保有目的の債券で時価のあるもの
●有価証券関係

（注）時価は、中間期末日における市場価格等に基づいております。

種類
平成20年9月30日 平成21年9月30日

中間貸借対照表計上額 時　価 差　額 中間貸借対照表計上額 時　価 差　額うち益 うち損 うち益 うち損
地方債 74,252 75,216 963 963 ― 66,278 68,539 2,261 2,261 ―
その他 3,963 3,927 △ 36 ― 36 2,250 2,244 △ 6 0 7
合計 78,216 79,144 927 963 36 68,528 70,784 2,255 2,262 7
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2．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

（単位：百万円）3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間貸借対照表計上額

（単位：百万円）2．その他有価証券で時価のあるもの

（注）	1．中間貸借対照表計上額は、中間期末日における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
	 2．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。

1．満期保有目的の金銭の信託
●金銭の信託関係

　　平成20年9月30日及び平成21年9月30日ともに、該当事項はありません。

（単位：百万円）

●その他有価証券評価差額金
　　中間貸借対照表に計上されているその他有価証券評価差額金の内訳は次のとおりであります。

種類
平成20年9月30日 平成21年9月30日

取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額 取得原価 中間貸借対照表計上額 評価差額うち益 うち損 うち益 うち損
株式 119,813 170,226 50,412 60,718 10,306 102,981 133,499 30,518 37,651 7,133
債券 1,538,491 1,544,180 5,688 13,371 7,682 1,449,009 1,479,265 30,255 32,211 1,955

国債 671,651 671,129 △ 521 6,398 6,920 672,479 685,410 12,930 14,745 1,815
地方債 297,741 301,995 4,253 4,293 39 330,012 341,003 10,991 10,991 ―
社債 569,098 571,054 1,956 2,679 723 446,517 452,851 6,333 6,473 140

その他 153,237 141,240 △ 11,997 568 12,566 180,463 182,412 1,948 4,650 2,702
外国債券 112,288 108,477 △ 3,811 309 4,120 154,092 155,908 1,815 2,378 562
その他 40,949 32,762 △ 8,186 259 8,445 26,371 26,504 132 2,271 2,139

合計 1,811,542 1,855,646 44,103 74,658 30,554 1,732,454 1,795,177 62,722 74,513 11,790

平成20年9月30日 平成21年9月30日
満期保有目的の債券
　非上場事業債 5,324 3,497
子会社・子法人等株式
　子会社・子法人等株式 3,144 2,989
その他有価証券
　非上場株式 3,131 2,867
　非上場事業債 29,740 23,603

平成20年9月30日 平成21年9月30日
評価差額 44,103 62,722

その他有価証券 44,103 62,722
（△）繰延税金負債 17,699 25,321
その他有価証券評価差額金 26,404 37,400

　　平成20年9月30日及び平成21年9月30日ともに、該当事項はありません。
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【デリバティブ取引情報】

［株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引］
　　該当事項はありません。

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

［金利関連取引］

（注）�上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 �なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、ヘッジ会計を適用

しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

（単位：百万円）［通貨関連取引］

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 �なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用

している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載
から除いております。

区　分 種　　類 平成21年9月30日現在
契約額等 時　価 評価損益

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―
金利オプション ― ― ―

店　頭
金利先渡契約 ― ― ―
金利スワップ 44,894 49 89
金利オプション ― ― ―
その他 675 ― 11

合計 49 101

区　分 種　　類 平成21年9月30日現在
契約額等 時　価 評価損益

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―
通貨オプション ― ― ―

店　頭
通貨スワップ 233,966 708 769
為替予約 5,770 15 15
通貨オプション 45,587 ― 378
その他 ― ― ―

合計 724 1,163

［株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引及びクレジットデリバティブ取引］
　　該当事項はありません。

［金利関連取引］

（注）�上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 �なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号）等に基づき、ヘッジ会計を適用

しているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

［通貨関連取引］

（注）上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
	 �なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用

している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の中間貸借対照表表示に反映されているものについては、上記記載
から除いております。

区　分 種　　類 平成20年9月30日現在
契約額等 時　価 評価損益

金融商品
取引所

金利先物 ― ― ―
金利オプション ― ― ―

店　頭
金利先渡契約 ― ― ―
金利スワップ 48,634 72 99
金利オプション － ― －
その他 2,328 ― 18

合計 72 117

区　分 種　　類 平成20年9月30日現在
契約額等 時　価 評価損益

金融商品
取引所

通貨先物 ― ― ―
通貨オプション ― ― ―

店　頭
通貨スワップ 202,047 660 692
為替予約 26,313 21 21
通貨オプション 48,845 ― 207
その他 ― ― ―

合計 681 921
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